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進む日本のデータトランスフォーメーション（DX）
新型コロナウイルス感染症の蔓延防止においても、実績のある
大企業に戦いを挑むスタートアップ企業の場合でも、成功のカ
ギとなるのはデータを利活用できる力です。『Harvard Business 
Review』誌が2020年に発表したデジタル化の進展に関する調
査結果によると、

セキュアでスムーズなデジタル体験を提供する経済では、デ
ジタル環境を強く肯定する熱心な消費者が育成され、非常
に活発なデジタルエコシステムが形成されます。このような
エコシステム、競争の激しいデジタル経済の活力源である
データをさらに生成し、成長の好循環を実現しています。シ
ンガポール、日本、カナダ、オランダなどの経済圏は、オープ
ンなデータの流れと強力なプライバシー保護が普及してお
り、このアプローチの典型例となっています。1

しかし日本の場合、データの生成が、潜在的可能性も含めたビ
ジネスの成功要因として十分に活かされていません。「デジタル
競争力世界ランキング」で日本は、テクノロジーフレームワーク

（モバイルブロードバンド加入者数、Wi-Fiブロードバンドの普及
率など）に関しては最高レベルの評価を得ていますが、ビッグ
データの活用度、企業のアジリティ、デジタルエンジニアの国際
的活躍といった面では、最低レベルに分類されています。2

Snowflakeがスポンサーとなって『エコノミスト』誌の調査部門
が最近実施したデータ活用の展望に関するアンケート調査で
は、世界13か国、8つの業界でグローバルに活躍するエグゼク
ティブ914人（内、日本のビジネスリーダー53人）から意見と情報
を集めました。回答を見る限り、日本はデータドリブンなインサ
イトを抽出して適用する能力と意欲には優れているものの、さ
まざまな壁に阻まれている様子がうかがえます。

データ活用の加速が期待される日本
確実な基盤が整った今、企業はデータを利活用できる力の
拡大に乗り出すべき  
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明確な目的に沿ったデータ共有に成長の余地あり
過去6か月間にデータを購入したことがあるという回答は、日本
のアンケート回答者の間でも大多数（89%）ですが、世界平均

（94%）と比べると、5%下回っています。同期間のデータ販売に
関しては、調査対象国（地域）全体の平均である82%より高い
85%をマークしています。 

日本の回答者の過半数（51%）が、過去6か月間に最もよくデー
タを購入した取引相手として、官公庁・公的機関を挙げていま
す。データの販売先として最も多かった回答は顧客またはクラ
イアントであり、回答者の55%に及びました。

図1が示すように、特定の目的で社外とデータを共有するかとい
う質問に対して日本では「ほぼない」か「まったくない」という回
答が世界の平均的な回答者よりも多く寄せられました。 

また、日本の複数の回答者が、さまざまな問題に阻まれてデー
タ収集能力を発揮できないと回答しています。全調査対象国の
回答者を見ても、データシステムとデータインフラの投資が足り
ない、何をするべきかについてリーダー層から明確な指示がな
い、社内に人材が足りないといった回答が目立ちます（図2参
照）。

40%余りの回答者が、社外からのデータ調達と社外とのデータ
共有に関して、2つのデータセキュリティ上の問題を指摘してい
ます。特に機密情報が漏洩したり、データが想定外の用途で使
われたりするリスクを問題視しています。また1/3（34%）はデー
タソーシングやデータ共有のコストが高すぎる点、21%はデータ
が十分整理されておらず共有できない点を指摘しました。
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データ有効性を確保する

よりよいカスタマーサービスにつながるインサイトを引き出す

データ処理のベストプラクティスを確立する

同業者間で信頼を築く

イノベーションを推進する

出典：The Economist Intelligence Unit
　　 （エコノミスト・インテリジェンス・ユニット）

図1：特定の目的で社外とデータを共有するか
という質問に対し、「ほぼない」または「まったく
ない」と答えた回答数
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図2：日本の回答者が、データ収集に関する最大の問題点だと考える要素。
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データからインサイトを抽出する上での課題 
日本の回答者の一部は、データインサイトを活用すれば収益が
増え、顧客満足度が上がる可能性を理解しているものの、多く
は次のような問題によってデータインサイトの抽出を阻まれて
いると指摘しています。

•45%がデータプライバシー規制を指摘（世界平均は41%）

•�32%が社内に技術的能力を構築できる人材がいない点を指摘
（世界平均は21%） 

•�38%が社内にデータを分析できる人材がいない点を指摘（世
界平均は22%）

•�34%が他組織とのデータ共有を阻む障壁を指摘（世界平均は
27%）

•�34%が部門間のデータ共有を阻む障壁を指摘（世界平均は
25%）

•�21%が企業のリーダー層が明確な指示を出さないという点を
指摘（世界平均は17%） 

日本の組織の半数近くが、規制問題を取り上げています。理由
は、最近日本で可決された改正個人情報保護法、『個人情報の
保護に関する法律（APPI）』と思われます。改正法が2022年に全
面施行されると、APPIによって日本から他国への個人情報の転
送が一段と厳格に管理されるようになります。3

同業他社と比べた、所属組織の実績の評価は、さまざまな結果
となりました。回答者の3/4は、他社と比較すると自社の方が、は
るかに、またはある程度優れた顧客データ収集能力（77%）、
データ関連規制対応力（77%）、データ管理テクノロジー活用度

（76%）を有していると判断しています。その一方で日本の回答
者の間では、「自社がはるかに劣っている、またはある程度劣っ
ている」という回答が、データからインサイトを抽出する能力（世
界平均5%に対し9%）やデータドリブンなインサイトを戦略的な
目的に活用する能力（世界平均5%に対し9%）といった分野で
世界平均のほぼ2倍となりました。

人工知能（AI）でのリーダーシップの発揮 
世界最大手のデジタルコンサルタント企業数社によると、人工
知能（AI）の導入では、日本企業がリードしているとのことです。4 
世界のAI支出は2020年の500億ドルから2024年の1,100億ドル
超まで、今後4年間で倍増すると予測されており、中でも日本は
5年間の予測で、支出成長率が最も大きい地域になる（年平均
成長率で32%の成長速度）と見られています。5

アンケート結果はAIという機会の活用に積極的な日本の姿勢を
裏付けています。日本の回答者の大半（60%）は、製品やサービ
スの開発でのAIや機械学習（ML）の活用度は大きいと回答して
います（世界平均はわずか38%）。また半数近くはAIやMLをデー
タリスク管理（49%）や顧客へのマーケティング（45%）に大いに
活用していると回答しています。 

同時に1/4（25%）は、データからのインサイト抽出でのAI活用は
「ある程度」または「まったくない」と回答しています。さらに世界

の回答者に比べ日本では、社内データでのサイバー脅威検出に
AIやMLをまったく活用していないとした回答者が3倍となってい
ます（日本が11%に対して世界は3%）。

日本の回答者の大多数（85%）は組織が 
さまざまなソースからのデータ統合に 
苦慮しているという点を強く、または 
ある程度自覚しています。

	 �当社の事業運営は、Snowflake採用以来、 
格段に向上しました。なぜなら、利用できる 
リソースがないという理由で何かが実行 
されるようなことがなくなったからです”

	 —Sandro Frattura氏（Hubspot社）
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データの可能性を拡大することに注力 
日本企業のデータ重視は明らかです。しかもほとんどの企業は
短期間で効率的にデータの活用度を拡大できる状態にありま
す。日本の回答者は、今後3年間で最も大切になる総合的成功
要因は、データ利活用およびアナリティクスの能力（42%）、市場
シェアの獲得（32%）だと回答しています。回答者の3/4以上

（77%）は、同じ期間に所属組織でサードパーティのベンダーか
らのデータ購入費が予算に占める割合が増えると考えていま
す。

今後、データを利活用できる力を強化していくための最優先事
項を評価したアンケート回答は、次のとおりです。

•�38%が従業員のデータ利活用関連の能力を強化することを選
択（世界平均は30%） 

•�32%がAIおよびMLツールに投資することを選択（世界平均は
38%） 

•�30%がデータアナリティクスツールへのアクセス権をスタッフ
に与えることを選択（世界平均は18%）

•�28%がよりデータを利活用できる力に長けた企業の買収また
は合併を選択（世界平均は16％）

なお日本の官公庁・公的機関の目下の取り組みは、製品やサー
ビスを介したデータ収集の流れを促進することであり、安全に
データを交換し、革新的な技術やサービスを生み出すハードル
を下げるべく、新しいルール作りを目指しています。6

1Which Economies Showed the Most Digital Progress in 2020?（2020年にデジタル化が最も進展した経済）
2How Japan can become a data powerhouse（日本がデータ大国になるには）
3New Amendments Passed to Japan’s Data Privacy Law（日本が新しい改正個人情報保護法を可決）
4Not the US or China, but Japan leads the world in AI（米中を押さえ日本が世界のAIをリード）
5idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS46794720
6Japan to set rules to promote 'industrial big data' utilization（日本、産業ビッグデータ活用を促すルール作りを模索）

https://hbr.org/2020/12/which-economies-showed-the-most-digital-progress-in-2020?registration=success
https://www.japantimes.co.jp/opinion/2021/01/07/commentary/japan-commentary/api-digital-agency-2/
https://www.natlawreview.com/article/new-amendments-passed-to-japan-s-data-privacy-law
https://www.consultancy.asia/news/3601/not-the-us-or-china-but-japan-leads-the-world-in-ai
https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prUS46794720
https://asia.nikkei.com/Business/Business-trends/Japan-to-set-rules-to-promote-industrial-big-data-utilization

